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令和７年度は対象者
を７６歳以上とし、
以降、２年毎に１歳
ずつ段階的に対象年
齢の引き上げ

16

◆各事業の見直しの方向性及び変更点一覧　

事業名 方向性及び変更点

要介護高齢者介護手当
支給事業

【対象年齢と要件の見直し】
・６０歳以上 → ６５歳以上
・要介護４、５　→　要介護３～５（要介護３は認知症高齢者の日常
生活自立度３ｂ以上の方）
・介護認定を受けてから１年以上経過している方を追加

要介護者紙おむつサー
ビス事業

【現行の内容で継続】

要介護高齢者訪問理美
容サービス事業

【対象年齢と限度額の見直し】
・６０歳以上　→　６５歳以上
・費用：無料　→　限度額（４，１００円）を超える分は、自己負担

高齢者入浴料助成事業
【対象要件の見直し】
・市民税非課税世帯　→　市民税均等割課税世帯を追加

緊急通報システム事業

【対象要件の見直しと携帯用を追加】
・固定型　→　携帯型を追加
・６５歳以上の単身高齢者で、日常生活を営む上で、不安のある方
（全額自己負担）を追加

徘徊高齢者探知事業　

徘徊高齢者等見守り事
業

福祉電話設置事業 【事業廃止】

家族介護慰労金支給事
業

【事業廃止】

高齢者生活支援短期入
所事業

【対象要介護高齢者の見直し】
・おおむね６５歳以上→６５歳以上

要介護高齢者ふとん乾
燥等事業

【対象要介護高齢者と事業内容の見直し】
・利用回数は同一年度内２回まで→１回を丸洗いに変更可を追加
・市民税非課税世帯　→　市民税均等割課税世帯を追加
・６０歳以上の世帯　→　６５歳以上のひとり暮らしの方
・世帯全員が７５歳以上の世帯の方を追加

高齢者住宅整備資金融
資事業

【事業廃止】

敬老祝金給付事業
【支給要件の見直し】
・７７歳 １万円　→　廃止
・９９歳以上 ３万円　→　１００歳 ３万円

敬老助成事業 【敬老お祝い品引き換え事業へ移行】

敬老お祝い品引き換え
事業

【対象年齢と商品の金額の見直し】
・７５歳以上　→　８０歳以上
・引き換え券１枚につき１，０００円　→　１，５００円

外国人高齢者福祉手当
支給事業

【事業廃止】

【対象要介護高齢者表現の見直し】
・市内に住所を有する在宅の方であり、認知症による徘徊行動が見ら
れる介護保険で要介護者、要支援者に認定されている方。または、医
師により認知症と診断された方に変更
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